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※本概要における対象職員について 

 

 ① 本概要でいう「職員」とは、別に指定がない限り、一般職に属する職員（臨時又

は非常勤の職員を除く。）を指します。 

 

 ② 職員については、任命権者の違いにより、次のいずれかの部局等に属しています。 

 村長部局、議会事務局、農業委員会事務局、教育委員会事務局  

 

 ③ 職員数のとらえ方の違いにより、任用、給与、休暇等の各項目における職員数は

一致しません。 
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１ 任用の状況 

（１）定数 

  ①職員数の状況 

   部門別職員数の状況及び前年度からの主な増減理由については、次のとおりです。 

区   分 

職員数（人） 

主な増減理由 R6.4.1 

A 

R7.4.1 

B 

増減 

B－A 

一般行 

政部門 

議  会 １ １ ０  

総務企画 １３ １４ １ 業務内容の充実による増 

税  務 １ ２ １ 業務内容の充実による増 

民  生 １ １ ０  

衛  生 ２ ２ ０  

農林水産 ４ ４ ０  

商  工 ３ ３ ０  

土  木 ３ ３ ０  

小  計 ２８ ３０ ２  

特別行 

政部門 

教  育 ５ ３ △２ 
会計年度任用職員等の効果的配

置による減 

小  計 ５ ３ △２  

公営企 

業等会 

計部門 

水  道 １ ２ １ 業務内容の充実による増 

そ の 他 ４ ４ ０  

小  計 ５ ６ １  

合   計 ３８ ３９ １  

 

  ②定員適正化計画の状況 

   簡素で効率的な行財政運営を確立するため、数値目標を設定し、組織機構の見直し、民間

委託の推進、事務処理の効率化及び事務事業の見直しなどにより積極的に定員適正化を進め

ることとしています。 

  

  第４期西目屋村定員適正化計画（平成２９年４月１日～令和９年４月１日） 

平成 29 年 4 月 1 日職員数 令和 9 年 4 月 1 日職員数 削減目標職員数 

４４人 ３７人 △７人 

 

 

（２）新規採用 

   職員の新規採用は、公平性・公正性の観点から競争試験によることを原則としています。 

ただし、特別な理由により競争試験により難い場合については、選考による新規採用を行っ

ています。 

区    分 人 数 

令和６年度中の新採用者数 ０ 

令和７年４月１日付けの新採用者数 ２ 
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（３）退職 

  ①退職者の状況 

   職員の退職には、定年に達した職員が退職する定年退職と、本人の自発的な意志に基づき

退職する早期退職などがあります。 

   令和６年度中の退職者の状況は次のとおりです。 

区    分 人 数 

退 職 者 数 ２ 

内 訳 
定年退職者 ０ 

早期退職者 ２ 

 

  ②再任用の状況 

   高齢者が長年培った知識・経験を活用するとともに、６０歳代前半の生活を雇用と年金の

連携により支えていくことを目的として、定年退職した職員を再雇用する再任用制度を導入

しています。 

   その任用状況は次のとおりです。 

区    分 R6.4.1 時点の任用総数 R7.4.1 時点の任用総数 

再任用者数（人） ５ ４ 

内
訳 

フルタイム勤務 ０ ０ 

短時間勤務 ５ ４ 

 

２ 人事評価の状況 

人事評価制度は、能力評価と業績評価から構成されており、職務遂行の過程で見られた職

員の意欲、能力及び勤務の実績等を適確に把握し、評価することにより、職員の能力開発（人

材育成）・勤務意欲の向上・適材適所の人事配置等を進めるために行うものです。 

   また、職員が能力を最大限発揮し、その能力を有効活用することを通じ、組織パフォーマ

ンスの向上を図り、簡素で効率的な行政の推進を目指すものです。 

   人事評価制度は地方公務員法の改正により、全国の自治体に導入が義務づけられており、

当村では平成２８年度から導入しました。 

   人事評価の勤務成績の反映状況は次のとおりです。 

勤勉手当への反映状況・・・・・平成２８年１２月の支給から適用 

昇給への反映状況・・・・・・・平成３０年１月１日の昇給から適用 

 

３ 給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）給与 

  ①給与の定め方 

   職員の給与は、民間事業所の給与実態や生計費、物価などの調査結果に基づく人事院の勧

告や県人事委員会の勧告に準拠し、国や他の地方公共団体との均衡に配慮しながら、村議会

の審議を経て条例で定められています。 
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  ②給与のあらまし 

職員の給与のあらましについては、次のとおりです。 

  ア 人件費の状況（令和６年度普通会計決算） 

村内の人口 

(R7.4.1 現在) 

歳出額 

A 

実質収支 

 

人件費 

B 

人件費率 

B／A 

（参考） 

令和 5 年度 

決算の人件費率 

1,192 

人 

2,564,291 

千円 

19,489 

千円 

347,472 

千円 

13.6 

％ 

14.2 

％ 

  （注１）実質収支とは、歳入額－歳出額の形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引

いた額のことです。 

  （注２）人件費には、共済費、退職手当組合負担金、公務災害補償基金負担金などを含み   

ます。 

 

  イ 職員給与費の状況（令和６年度普通会計決算） 

職員数 

A 

給与費 １人当たりの 

給与費 B／A 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B 

３８ 

人 

125,221 

千円 

15,288 

千円 

52,482 

千円 

192,991 

千円 

5,079 

千円 

  （注１）職員手当には退職手当を含みません。 

  （注２）職員数は、令和６年４月１日現在の人数です。 

 

  ウ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 西目屋村 全国町村平均 

令和６年 ９１．９ ９６．４ 

平成２９年 ９２．４ ９６．４ 

  （注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給

与水準を示す指標です。 

 

エ 平均給料、平均給与及び平均年齢の状況（令和７年度普通会計予算） 

（R7.4.1 現在） 

区分 平均給料月額（円） 平均給与月額（円） 平均年齢 

一般行政職 ３１０，３５６ ３３３，９５０ ４６．６歳 

技能・労務職 ２３７，１７３ ２４１，００７ ５４．０歳 

  （注）「給与」とは、給料表で定められた給料に扶養手当、通勤手当などの諸手当を加えた支

給額のことです。 
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  オ 初任給の状況 

（R7.4.1 現在） 

区分 学歴 

西目屋村職員 （参考）国家公務員 

初任給 

（円） 

採用２年経過日 

給料月額（円） 

初任給 

（円） 

採用２年経過日 

給料月額（円） 

一般行政職 
大学卒 225,600 233,000 220,000 228,900 

高校卒 194,500 206,100 188,000 199,400 

技能職 高校卒 185,700 197,400 － － 

労務職 高校卒 185,700 197,400 205,000 － 

 

  カ 経験年数別・学歴別平均給料の状況 

（R7.4.1 現在）   

区分 学歴 

10 年以上 

15 年未満 

（円） 

15 年以上 

20 年未満 

（円） 

20 年以上 

25 年未満 

（円） 

一般行政職 
大学卒 251,500 311,100 ※ 

高校卒 ― ― ― 

技能・労務職 高校卒 ※ ― ― 

  （注）「※」は、対象者が２人以下のため公表できません。 

 

  キ 一般行政職の級別職員数の状況 

（R7.4.1 現在）  

区分 
標準的な職務 

（代表的職名） 

職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

参考（過去の構成比） 

１年前（％） ５年前（％） 

１級 主事、技師 １３ ３４．２ ２７．１ ２３．７ 

２級 主査、主事 １ ２．６ ５．４ ７．９ 

３級 係長、主査 ８ ２１．１ ２１．６ ３１．６ 

４級 課長補佐、主幹 ７ １８．４ ２１．６ １０．４ 

５級 課長、局長、副参事 ８ ２１．１ １８．９ ２１．１ 

６級 参事 １ ２．６ ５．４ ５．３ 

 

  ク 職員手当の状況 

【期末・勤勉手当】民間企業のボーナスに当たる手当です。 

（R7.4.1 現在） 

R６年度 

支給割合 

西目屋村職員 （参考）国家公務員 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 １．２２５月分 ０．９７５月分 １．２２５月分 １．０２５月分 

１２月期 １．２７５月分 １．０７５月分 １．２７５月分 １．０７５月分 

合 計 ２．５０月分 ２．０５月分 ２．５０月分 ２．１０月分 

  （注）算定基礎額には、職制上の段階や職務の級等による加算措置があります。 
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  【寒冷地手当】 

   寒冷地に勤務する職員に支給されます。 

                         （R7.4.1 現在） 

区分（青森県内の場合） 世帯主（円） その他（円） 

扶養親族がある場合 １９，８００ － 

扶養親族がない場合 １１，４００ ８，２００ 

 

【退職手当】 

 職員が退職した場合に支給されます。 

（R7.4.1 現在） 

区分 自己都合退職 応募認定・定年退職 

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分 

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５ 月分 

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９   月分 

最高限度額 ４７．７０９ 月分 ４７．７０９   月分 

定年前早期退職特例措置 － ２％～４５％加算 

 

【特殊勤務手当】（令和２年１０月１日施行） 

 コミュニティバスの運転に従事した職員に支給されます。 

 運転手手当 一時間につき ３００円 

令和６年度支給額 ２４２千円 

 

  【時間外勤務手当】 

   正規の勤務時間以外に勤務を命じられた場合に支給します。 

区分 支給総額 職員１人当たりの支給額 

令和６年度支給額 ２，８３１千円 ６，２０８円／月 

令和５年度支給額 ３，０９５千円 ７，３６９円／月 

  （注）１人当たりの支給額は、支給総額を各年度４月１日現在の職員数で除したものです。 

 

  【管理職手当】 

   管理又は監督の地位にある職員のうち規則で指定するものに支給されます。 

                          （R7.4.1 現在） 

区  分 支給月額（円） 

総務課長（参事、課長） ２５，０００円 

参事（総務課長を除く）、課長（総務課長を除く）、

室長、局長、会計管理者 
２０，０００円 
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 【扶養手当】 

   配偶者や子などを扶養している場合に支給されます。 

（R7.4.1 現在） 

区  分 支給月額（円） （参考）国家公務員 

配偶者 ３，０００ 

同 額 

父母等 ６，５００ 

子 １１，５００ 

15 歳に達する日後の最初の 4

月 1 日から 22 歳に達する日以

後の最初の 3 月 31 日までの間

にある子に加算となる額 

５，０００ 

  

 【住居手当】 

   借家や借間の家賃を負担している場合に支給されます。 

                        （R7.4.1 現在） 

区分 支給月額（円） （参考）国家公務員 

借家、借間の場合 最高２７，０００ 最高２８，０００円 

   

【通勤手当】 

   交通機関や自家用車などで通勤することを常例としている場合に支給されます。 

（R7.4.1 現在） 

区分 支給月額（円） （参考）国家公務員 

バスなどの公共交通機関利用の場合 最高５５，０００ 最高１５０，０００ 

自家用車など利用の場合 最高２２，３００ 最高３１，６００ 

 

ケ 特別職の給料・報酬の状況 

    村長や村議会議長など特別職の給料・報酬は次のとおりです。 

（R7.4.1 現在） 

区分 給料・報酬の月額（円） 
期末手当 

（令和６年度支給割合） 
給料 

村長 ６７８，０００ 

副村長 ５１５，０００ 

教育長 ４７５，０００ ６月期 １．６５月分 

報酬 

議長 ２４５，０００ １２月期 １．７５月分 

副議長 ２１７，０００ 
合計 ３．４０月分 

議員 ２０８，０００ 
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（２）勤務時間の状況 

   職員の通常の勤務時間は、次のとおりです。 

（R7.4.1 現在） 

開始時刻 終了時刻 休憩時間 勤務時間 

8:15 17:00 12:00～13:00 7 時間 45 分 

  （注）勤務の性質上、特別の勤務時間の割振りをしている場合等は、この限りでありません。 

 

   育児又は介護を行う職員で一定の要件を満たす場合は、早出又は遅出勤務を利用すること

ができます。また、職員の公務能率の向上を図るとともに、健康保持及び時間外勤務の縮減

に資するために職員の時差出勤勤務を実施しています。 

 

（３）休暇 

   職員の休暇には、年次休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇がありますが、それらの  

令和６年中の取得状況については、次のとおりです。 

① 年次休暇の取得状況 

（R6.1.1～R6.12.31） 

総付与日数 

A 

総取得日数 

B 

対象職員数 

C 

平均取得日数 

B／C 

消化率 

B／A 

１，５０７.１日 ４０７．１日 ３９人 １０．４日 ２７．０％ 

 （注１）対象職員には、派遣職員、再任用短時間勤務職員、期間中に育児休業又は休職をし

た職員は含みません。 

 （注２）半日については０.５日とし、時間数については７時間４５分を１日に換算して計上

しています。 

 

② 病気休暇の取得状況 

                      （R6.1.1～R6.12.31） 

取得者実人数 
取得実績（延べ） 

日数 時間数 

１人 １１日 ０時間 

 （注１）対象職員には、派遣職員及び再任用短時間勤務職員は含みません。 

（注２）取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得し

たものは「時間数」にそれぞれ計上しています。なお、半日は０．５日として計上し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



  8 

③ 特別休暇の取得状況 

（R6.1.1～R6.12.31） 

種類 付与日数（概要） 

取得者実

人数

（人） 

取得実績（延べ） 

日数 

（日） 

時間数 

（時間） 

選挙等休暇 必要と認められる期間 １  １ 

証人等休暇 必要と認められる期間 ０   

骨髄移植休暇 必要と認められる期間 ０   

ボランティア休暇 ５日以内 ０   

結婚休暇 連続５日 ０   

妊婦の業務軽減等休暇 必要と認められる期間 

（適宜の休息又は捕食） 
０   

妊婦の通勤緩和休暇 必要と認められる期間 

（１日１時間以内） 
０   

妊産婦通院休暇 必要と認められる期間 ０   

産前休暇 ８週間 

（多胎妊娠は１４週間） 
１ ８０  

産後休暇 ８週間 １ ５６  

育児休暇 １日２回、各３０分以内 ０   

生理休暇 必要な期間 ０   

配偶者出産休暇 ２日 ０   

育児参加休暇 ５日 ０   

子の看護休暇 ５日 ４ １７.５ １４ 

服忌休暇 １日～連続７日 ４ ７．５  

祭日休暇 １日 ０   

夏季休暇 ４日 ３８ １４７  

現住居の滅失等休暇 ７日 ０   

出勤困難休暇 必要と認められる期間 ０   

通勤途上の危険回避休暇 必要と認められる期間 ０   

  （注１）付与日数については、概要を記載したものであり、これ以外の条件が付されている

場合もあります。 

  （注２）対象職員には、派遣職員及び再任用短時間勤務職員は含みません。 

  （注３）取得実績については、１日単位で取得したものは「日数」に、１時間単位で取得し

たものは「時間数」にそれぞれ計上しています。なお、半日は０．５日とし、３０分

は１時間として計上しています。 

 

④ 介護休暇の取得状況 

      （R6.1.1～R6.12.31） 

取得者実人数 日数 時間数 

０人 ０日 ０時間 
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（４）育児休業等の取得状況 

（R6.4.1～R7.3.31） 

 令和６年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員（人） 

（育児休業対象者数） うち育児休業取得者数 

男性職員 ０ ０ （０．０％） 

女性職員 １ １ （１００％） 

計 １ １ （１００％） 

  （男性職員）当該年度中に子が生まれた者 

  （女性職員）当該年度中に育児休業を取得できる状態となった者（産後休暇中の者を除く。） 

 

４ 分限及び懲戒の状況 

（１）分限処分の状況 

   職員が一定の事由に該当する場合には、地方公務員法第２８条の規定に基づき分限処分に

付されることになりますが、令和６年度における分限処分の状況は次のとおりです。 

処分の種類（延べ件数） 

処分事由 

分限処分（件） 
計 

降任 免職 休職 降給 

勤務成績が良くない場合 ０ ０   ０ 

心身の故障の場合 ０ ０ ０  ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０   ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職

又は過員を生じた場合 
０ ０   ０ 

刑事事件に関し起訴された場合   ０  ０ 

条例で定める事由による場合   ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

（２）懲戒処分の状況 

   職員が一定の事由に該当する場合には、地方公務員法第２９条の規定に基づき懲戒処分に

付されることになりますが、令和６年度における懲戒処分の状況は次のとおりです。 

処分の種類（延べ件数） 

処分事由 

懲戒処分（件） 

戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の 

あった場合 
０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０  ０ ０ ０ 
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５ 服務の状況 

（１）職務専念義務の免除を認めている例の概要 

   地方公務員法第３５条の規定により、職員は職務に専念する義務を有していますが、当該

義務が免除される場合（職専免）として、次の場合があります。 

（R7.4.1 現在） 

職専免が認められる場合 

Ⅰ 法律に特別な定めがある場合 

 （例）地方公務員法第５５条第８項に規定された職員団体による適法な交渉 

Ⅱ 条例に特別な定めがある場合 ≪以下の１～３≫ 

 １ 研修を受ける場合 

２ 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

３ 規則で定める場合 ≪以下の①～⑨≫ 

 ①  感染症予防法により交通を遮断され、又は隔離された場合 

② 特別職として職を兼ねその職に属する事務を行う場合 

③ 職務に関連ある国家公務員又は他の地方公共団体の公務員としての職を兼ね、

その職に属する事務を行う場合 

④ 村行政の運営上特に必要と認められる他の地位に属する事務を行う場合 

⑤ 休職その他これに類するものとしての勤務しないことについて特に認める規

定による場合 

⑥ 妊娠中の女性職員について、その業務が母体又は胎児の健康保持に影響がある

場合 

⑦ 妊娠中の女性職員について、その通勤に利用する交通機関等の混雑の程度が母

体又は胎児の健康保持に影響がある場合 

⑧ 妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が母子保健法に規定する保健指導又は

健康診査を受ける場合 

⑨ 上記の他、村長が特に認める場合 

 

（２）営利企業等の従事制限の許可状況 

   職員が営利企業等に従事する場合には、地方公務員法第３８条の規定に基づき任命権者の

許可を得る必要があります。 

   令和６年度中の許可状況（過年度からの許可が引き続いている者を含む。）については、次

のとおりです。 

区    分 
延べ人数   

主な従事内容 
（人） 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする

会社その他の団体の役員、顧問、評議員その他こ

れらに準ずる地位を兼ねる場合 

０  

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０  

報酬を得て他の事業又は事務に従事する場合 ８ 消防団に係る活動 

計 ８  
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６ 退職管理の状況 

  地方公務員の退職管理の適正を確保するため、地方公務員法第３８条の２から第３８条の７

までの規定において、職員の退職管理について定められています。これを受けて、村では「西

目屋村職員の退職管理に関する条例」に基づき、退職時の職位が課長級以上の職員が離職後２

年間に営利企業等に再就職した場合、再就職状況の届出を義務づけています。 

 

退職者の再就職状況の概要（R6.4.1～R7.3.31） 

課長級以上で退職した職員 ０人 

うち再就職者 ０人 

内 訳 
村（再任用） ０人 

その他民間団体等 ０人 

 

７ 研修の実施状況 

   職員の勤務能率の発揮及び増進のために行う研修（職場研修、自己啓発、派遣研修等を除

く。）として、令和６年度に実施した内容については、次のとおりです。 

 

派遣先 研修名 受講者数 

青森県自治研修所 

基
本
研
修 

新採用者研修  

再任用者研修 １人 

主事・技師研修 ２人 

主査研修 ２人 

主幹研修 １人 

管理者入門 ３人 

課長研修 １人 

選
択
研
修 

法制執務研修 １人 

ICT 人材育成研修  

カウンセリングマインド研修  

女性職員ｾﾙﾌﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ向上研修  

リスクマネジメント研修  

タイムマネジメント研修  

政策法務研修  

専
門 財務事務研修 

 

弘前圏域職員合同研修 ハラスメント防止研修 ２人 

クレーム対応力研修 １人 

文書作成力向上研修 １人 

ワンペーパー資料作成研修 １人 
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８ 福祉及び利益の保護の状況 

定期健康診断の実施状況 

  職員に対する令和６年度の定期健康診断の実施状況については、次のとおりです。 

  

 【受診状況】 

名称 内容等 受診者数 

定期健診（事業所健診） 身体計測、理学的検査 

血圧測定、尿検査 

視力検査、聴力検査 

胸部検査、心電図検査 

血液検査、眼底検査 

４９人 

 

日帰りドック 30 歳以上 ２人 

脳検診 40 歳以上 １人 

 


